
令和７年度 尼崎市社会保障審議会 第1回計画策定部会 次第 

 

日時：令和7年10月31日（金）10時00分～12時00分  

場所：尼崎市役所本庁 南館地下１階 Ｂ１－３会議室 

 

 

１ 委員及び出席職員紹介                       資料１  

   

 

２ 計画策定部会の進め方等について 

⑴ 第５期「あまがさきし地域福祉計画」策定について        資料２・３  

 

⑵ 計画策定に向けた会議体開催スケジュール             資料４  

 

 

３ 国の動向について 

 ⑴ 地域共生社会の在り方検討会議の中間とりまとめ等について     資料５  

 

  

４ 第４期あまがさきし地域福祉計画のＰＤＣＡについて         資料６  

   

 

５ アンケート調査の概要について                    資料７  

 

 

６ 事務連絡 

   以 上   

 

【配付資料】 

資料１ 令和７年度 尼崎市社会保障審議会 第１回計画策定部会 委員名簿 

資料２ 諮問書 

資料３ 第５期「あまがさきし地域福祉計画」の策定について 

資料４ 計画策定に向けた会議体開催スケジュール 

資料５ 地域共生社会の在り方検討会議 中間とりまとめ 

資料６ 令和７年度第４期あまがさきし地域福祉計画評価管理シート（案） 

資料７ アンケート調査の概要について 

参考資料 第４期「あまがさきし地域福祉計画」本編・資料編 

 

【次回以降開催予定】 

第２回 令和７年11月10日（月）17時～19時 中央北生涯学習プラザ小ホール 

第３回 令和７年12月15日（月）10時～12時 中央北生涯学習プラザ小ホール 



（区分別　五十音順　敬称略）

№
委員
区分

氏名 役　職　名

1 大岡　由佳 武庫川女子大学　教授 ○

2 荻田　藍子 兵庫県社会福祉協議会　福祉事業部長 ◎

3 阿部　光子 尼崎市民生児童委員協議会連合会　副会長

4 髙尾　絹代 尼崎市身体障害者連盟福祉協会　副理事長

5 堀　洋子 尼崎市ＰＴＡ連合会　会計

6 山口　昇次 尼崎市社会福祉協議会　副理事長

7 山本　秀樹 関西国際大学　准教授

8 近藤　誠司 関西大学　教授

9 濱田　英世 特定非営利活動法人やんちゃんこ　代表理事

10 林　瑞知子 尼崎市社会福祉協議会　地域福祉推進部副部長

11 南　洋一郎
兵庫県司法書士会阪神支部
成年後見等支援センター運営委員会委員

12 八代　康孝 尼崎市「立花南」地域包括支援センター　管理者

〇・・・副部会長

令和７年度　第１回尼崎市社会保障審議会地域福祉専門分科会
計画策定部会　委員名簿

委
員

専
門
委
員

特
別
委
員

◎・・・部会長

資料１



№ 職員名

1
福祉局 福祉部

富田　部長

2 福祉課 畠山　課長

3 池田　係長

4 重層的支援推進担当 宮本　課長

5 高齢介護課 迫田　課長

6 包括支援担当 塩谷　課長

7
障害福祉担当

障害福祉政策担当 山﨑　課長

8
北部保健福祉センター

池下　所長

9 北部福祉相談支援課 針谷　課長

10
南部保健福祉センター

東　所長

11 南部福祉相談支援課 今泉　課長

12
こども青少年局 こども青少年部

こども青少年課 浅田　課長

〇「あまがさきし地域福祉計画策定支援業務」受託事業者

（敬称略）

№

1

2

〇市職員名簿

所属

株式会社サーベイリサーチセンター大阪事務所

西川　理津子

眞木　勇斗

氏名所属



資料２



 
 

１ 地域福祉計画とは 

社会福祉法第 107 条の規定に基づく、市町村地域福祉計画にあたるものです。地域福

祉推進の主体である地域住民等の参加を得て、地域生活課題を明らかにするとともに、

その解決のために必要となる施策の内容や量、体制等について、庁内関係部局はもとよ

り、多様な関係機関や専門職も含めて協議の上、目標を設定し、計画的に整備していく

ことを内容とするものです。地域福祉計画の策定については、平成30年４月の社会福祉

法（昭和26年法律第45号）の一部改正により、任意とされていたものが努力義務とされ

ました。さらに、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福

祉の各分野における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位計画」として位置付け

られております。 

（社会福祉法抜粋） 

 

２ 「あまがさきし地域福祉計画」の位置づけ 

尼崎市総合計画の部門別計画として位置づけるとともに、他の健康・医療、防災等の

生活関連領域の諸計画と福祉分野別計画との連携を図る計画です。 

また、福祉分野別計画との関連においては、各計画の目標値を達成するための施策は

各分野を基本とし、本計画は地域福祉の観点から福祉分野別計画に共通する理念を相互

につなぐ役割を果たすとともに、総合的な視点から地域福祉の在り方や地域福祉推進を

図る取り組みを示すものです。さらに、市の策定する地域福祉計画と尼崎市社会福祉協

議会が当事者、住民、関係機関、関係団体等の民間の具体的な活動・行動計画として策

定する地域福祉推進計画と連携しながら取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

「第５期あまがさきし地域福祉計画」の策定について 

（市町村地域福祉計画） 
第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下

「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組む

べき事項 
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民等の
意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよう努
めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

「第４期あまがさきし地域福祉計画」

より抜粋 

資料３



３ 次期計画のポイント 

○ 令和９年度に向けての改定にあたっては、「高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画（３年間）」「障害者計画（６年間）」「障害福祉計画（３年間）」の関連す

る福祉分野の計画改定時期が同時となることから、計画終期を統一することによっ

て、より計画間の調和を図れるよう、期間を５年間から６年間へ変更することを予

定しています。 

○ 国の市町村地域福祉計画策定のガイドラインに盛り込むべき事項（別紙）として

規定されている内容や第４期地域福祉計画の「点検・評価」シートの進捗状況や評

価等も踏まえて策定を行います。 

〇 また、国の「地域共生社会の在り方検討会議」の中間とりまとめを踏まえ、第５

期計画において検討が必要と考えられる主なポイントは次のとおりです。 
 

【第５期計画で検討が必要と考えられる主なポイント】 

① 地域共生社会の更なる展開に向けた対応（包括的な支援体制の整備） 

② 身寄りのない高齢者等への対応 

③ 成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利

擁護支援策の充実・方向性 

④ 災害時の被災者支援との連携の在り方 

 

 

４ 「第５期あまがさきし地域福祉計画」策定スケジュール（案） 

資料４のとおり。 

以 上   



現行計画における
主な関連施策等

基本
理念

市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項

基本
目標

①

１　「支え合い」を育む人づくり ① ア
様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉以外の様々
な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防災、社会教育、環境、交通、都市
計画等）との連携に関する事項

基本目標3-1

1 1 福祉学習の推進 ① イ
高齢、障害、子ども・子育て等の各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野に関
する事項

1 2 地域福祉活動の担い手の発掘・育成・支援 ① ウ 制度の狭間の課題への対応の在り方 基本目標3-1

1 3 地域福祉活動を推進する人材の育成 ① エ 生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制 基本目標3-1

２　多様な主体の参画と協働による地域づくり ① オ 共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開

1 地域を支えるネットワークづくり ① カ 居住に課題を抱える者への横断的な支援の在り方 基本目標3-５

2 2 地域の見守り・支え合いの充実 ① キ 就労に困難を抱える者への横断的な支援の在り方 基本目標3-1

３　誰もが安心できる暮らしを支える基盤づくり ① ク 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方
「地域いきいき健康プ
ランあまがさき」に記
載

3 1 包括的・総合的な相談支援体制の充実 ① ケ
市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管理、身元保
証人等、地域づくりの観点も踏まえた権利擁護の在り方

基本目標3-2

3 2 権利擁護の推進 ① コ
高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を行った養
護者又は保護者として支援することや、起こり得る虐待への予防策の在り方

基本目標3-2

3 3 情報・コミュニケーション支援の推進 ① サ 保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援の在り方 基本目標3-1

3 4 要配慮者（災害時要援護者）支援の推進 ➀ シ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 基本目標2-2

3 5 安全・安心に暮らせる取組の推進 ① ス
地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決に取り組むことができる地域づ
くりを進めるための圏域と、各福祉分野の圏域や福祉以外の分野の圏域との関係
の整理

基本目標２-1

① セ
地域づくりにおける官民協働の推進や地域福祉への関心の喚起も視野に入れた寄
付や共同募金等の取組の推進

基本目標２-1

① ソ
地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業等を有効
に活用した連携体制

① タ 全庁的な体制整備 基本目標3-1

② 地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項

② ア 福祉サービスを必要とする地域住民に対する相談支援体制の整備 基本目標3-1

② イ
支援を必要とする者が必要なサービスを利用することができるための仕組みの確
立

基本目標3-3

② ウ
サービスの評価やサービス内容の開示等による利用者の適切なサービス選択の確
保

基本目標3-２

② エ 利用者の権利擁護 基本目標3-2

② オ 避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支援の推進方策 基本目標2-2、3-4

③ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項

③ ア
複雑多様化した地域生活課題を解決するため、社会福祉を目的とする多様なサー
ビスの振興・参入促進及びこれらと公的サービスの連携による公私協働の実現

基本目標2-1

④ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

④ ア 地域住民、ボランティア団体、NPO等の社会福祉活動への支援 基本目標1-2、2-1

④ イ
住民等による問題関心の共有化への動機付けと意識の向上、地域福祉推進への主
体的参加の促進

基本目標1-1

④ ウ 地域福祉を推進する人材の養成 基本目標1-3

⑤ 包括的な支援体制の整備に関する事項

⑤ ア
「住民に身近な圏域」において、住民が主体的に地域生活課題を把握し解決を試み
ることができる環境の整備

基本目標2-1

⑤ イ
「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める
体制の整備

基本目標3-1

⑤ ウ 多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築 基本目標3-1

⑥ その他

※　国が示す市町村地域福祉計画の策定ガイドラインについては令和３年３月末現在の国の通知に基づくものであり、今後内容が変更される可能性があります。

「第４期あまがさきし地域福祉計画」と国が示す「市町村地域福祉計画の策定ガイドライン」について

現行の第４期計画に定める事項
（詳細については市ＨＰに掲載している計画を参照）

国が示す市町村地域福祉計画の策定ガイドライン（※）
（令和３年３月31日付　厚生労働省通知）

互いに尊重し　つながりささえあい　安全・安心に
“ともにいきる”まち　あまがさき

施策の展開方向
地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取
り組むべき事項

別 紙

資料３－２



分科会/部会 主な検討内容（案）

専門分科会 第１回 8月22日
⑴地域福祉計画の改定について（諮問）
⑵計画策定部会の設置

第１回 10月31日

⑴　計画策定部会の進め方について
⑵　第４期地域福祉計画のPDCAについて
⑶　国の動向について
⑷　アンケート調査の概要

第２回 11月10日
⑴　重層的支援の取組について
⑵　避難行動要支援者の避難支援について
⑶　アンケート項目の審議

第３回 12月15日

⑴　アンケート項目の審議
⑵　関連する福祉分野別計画について
　・高齢者保健福祉計画
　・障害者計画
　・こども・若者総合計画

専門分科会 第２回 2月 アンケート実施状況の報告

第４回

⑴　アンケート結果等について
⑵　第４期地域福祉計画の検証と評価等
　・重層的支援体制整備事業計画
　・再犯防止推進計画
　・成年後見等利用促進基本計画

第５回
地域福祉計画骨子の検討
・基本理念、基本目標、展開方向、取組・方向
性

専門分科会 第１回 8月 中間報告について（骨子等）

第６回
地域福祉計画素案の検討
（内包３計画の素案の検討）

第７回
地域福祉計画素案の検討
（内包３計画の素案の検討）

第８回
地域福祉計画素案の検討
（内包３計画の素案の検討）

専門分科会 第２回 11月 計画素案について

専門分科会 第３回 2月
地域福祉計画の改定について（答申）
パブリックコメント結果の報告

計画策定に向けた会議体開催スケジュール（案）

その他の関係会議体
日程

社会保障審議会

計画策定部会

8
～

1
1
月

パブリックコメントの実施（12月頃）

※　部会の進捗によって、開催回数や検討内容が変わる場合があります。

令
和
７
年
度

 
○地域福祉計画庁内推進会議
（重層的支援施策間連携会議）
・関係部局担当課長による会議を開
催。

○成年後見等支援センター運営協議会
・必要に応じて関係機関と情報共有・
意見交換

○再犯防止を考える連携会議
・必要に応じて関係機関と情報共有・
意見交換

計画策定部会

アンケートの実施（１月中下旬頃）

令
和
８
年
度

計画策定部会

4
月
～
7
月

資料4



 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 
 
  

資料５



  
 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
  



  
 

 
 

  
  

 
 

 

 
 

 
 

    

  

 
                                 

                           
 

   



  
 

 
 

  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
   

 
  

 
   

 

 
        



  
 

 
 

 
   

 
 

 
 

 
  

  

 
 

 
  
 

 
  

  
 

 
  

 
  

 
      

      
  

 



  
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 
 
 

 
   

 



  
 

   
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 

 
 

 

   
 

 
          

     



  
 

 
 

   
 

  
 

 
 

 
  

 
 

 
       

 
 

 
    

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
       

    



  
 

   

 
 

   

 
 

 

 
 
 
  

 
    

 
 

 
 



  
 

 
 

  
 

    
   

   
   

 
 

 

     
 

 

 
 

 
  

 
 

 

  

 
               
        

 
               



   
 

   
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
   

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 

 
               
             



   
 

     

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  
 

 
 

 
 

 
   

 
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
             



   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 



   
 

 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

 
 

 
    

 



   
 

 
 

 
 

  
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
    

 



   
 

 
 

 
 

  
 

  

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 

 
                   

         
    

 



   
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 



   
 

 
  



   
 

  
 

 

 
 

 

 
 

 
   

 
 

 
 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 



   
 

  

 
 

  

 
     

 
 

 



   
 

   
 

 
 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 
  

 

 
 

 
   

 
          

    



   
 

 
 

 
 

 

 
 
 
  



   
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
  
 

 
 

 
 



   
 

 
 

 
 

 
      

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 



   
 

 
 

 
 

 

  



   
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 
  

 
   

  

 



   
 

  

 
 

 
   

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
    

 
 



   
 

 
 

 
 

  



   
 

 
 

 

 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

  
 

  

 

 
    

 
 



   
 

 
  

 
 

 
 

 

 
 

 
  

 
    

 



   
 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
  

 

 
 

 
   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 



   
 

 
 

 
 

 
 

 
    

    

    
 

  

 
 

 

 
 

 



   
 

 
 

 
  
 

 
 

 
     

 
 

 
 

 
 

 

 
     

 
 
  



   
 

 
 

   

 
 

 

 

 
 

 

 
 

  
 

 
 

 

 

 
 



   
 

  
 

 
 

     

 

 
 

 

 
 

 

 
 
  



   
 

   
 

      
   

 
          

 
 

         
 

        
 

        
 

        
 

         
  

 
       

 
       

 
      

 
        

 
       

 
      

 
        

 
      

 
      

 
 

      
 
 



























市民等意識調査の概要について

調
査
目
的

【調査予定対象件数】 3,188人

① 市 民 2,000人 住民基本台帳等に記載されている市内在住の18歳以上の市民から無作為抽出

② 民生・児童委員 762人 ※民生・児童委員数

③ 保護司 176人 ※保護司数

④ 相談支援機関等 250事業者程度（地域包括支援センター等）

調
査
予
定
対
象

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

① 10/31 第１回 調査概要説明

② 11/10・12/15

第２・３回 調査項目設定

⑥ ４月下旬～５月中 第４回 結果報告

【計画策定部会スケジュール】

③ 調査票発送 １月中旬

④ 回収締切日 １月下旬

⑤ 報告書納品 ３月中旬

【調査スケジュール（予定）】

現在、社会・経済情勢の変化等による地域のつながりの希薄化などにより地域社会の相互扶助機能の低下等に加
え、「地域生活課題」の多様化・複合化が課題となっている。

また、「重層的支援体制整備事業推進計画」、「再犯防止推進計画」及び「成年後見制度利用促進基本計画」と
しても位置付けられるため、各計画の推進に向けて、課題解決につながる具体的な取り組みの立案が必要となる。

そのため、市民、福祉事業者、民生児童委員及び保護司の認識する「地域生活課題」と、それに対する各主体の
取組みや市民の地域社会感情（帰属意識等）を把握し、計画策定における基礎資料とする。

資料７


